
様式第１号（第３条関係） 

 

個人情報取扱事務 
開始 

変更 
届出簿 

 

※ 整 理 番 号 95 ※届出年月日 令和８年３月27日 

事務の開始年月日 平成14年６月１日 変 更 年 月 日 令和５年４月１日 

担 当 課 納税課 

事 務 の 名 称 市税の収納管理事務 

事 務 の 目 的 
地方税法及び島田市税条例の規定に基づき市税等を徴収す

ることを目的とする。 

対 象 者 の 範 囲 

市県民税・軽自動車税・固定資産税・都市計画税・国民健

康保険税の納税義務者及び関係者（相続人、現所有者な

ど） 

対 象 者 の 数 ☑1,000人以上 □1,000人未満 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基 本 事 項 
☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑住所 ☑電話番号 

□国籍・本籍 □識別番号 ☑その他（       ） 

心 身 の 状 況 
□健康状態 □病歴 □障害 □身体的特性 

□性格・性質 □その他（       ） 

家 庭 生 活 等 
□続柄・親族関係 □婚姻歴 □家族状況 □居住状況 

□その他（       ） 

社 会 生 活 等 

□職業・職歴 □学業・学歴 □地位・役職 □資格 

□賞罰 □成績・評価 □趣味・し好 

□その他（       ） 

経 済 状 況 等 
□財産・収入 ☑課税・納税状況 □公的扶助 

☑取引状況 □その他（      ） 

個 人 情 報 の 

収 集 の 方 法 

収集の相手方 
☑本人 

☑本人以外（他の官公庁） 

収 集 の 手 段 本人の申し出又は官公庁等への照会 

要配慮個人情報 

の 取 得 の 有 無 
☑有 ☐無 

個 人 情 報 の 

経 常 的 提 供 先 
金融機関、他の官公庁 

利用目的以外の 

目的での保有個人

情報の利用又は 

提 供 の 有 無 等 

☑有 
□利用 

☑提供 

相手先の名称（秘書課他、他の官公庁 ） 

根 拠 

☑本人同意又は本人への提供 

☑その他 

（個人情報の保護に関する法律第69

条第２項第２号及び第３号） 

□無 



訂正及び利用停止

に関して他の法令

の規定により特別

の手続が定められ

ているときは、そ

の旨及びその内容 

□訂正請求ができる。 

 根 拠 法 令 

名 称  

法令番号  

該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

□利用停止請求ができる。 

 

根 拠 法 令 

名 称  

 法令番号  

 該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

個人情報ファイル

の 種 別 

☑法第60条第２項第１号（電算処理ファイル） 

 
令第21条第７項に該当す

るファイルの有無 
☑有 □無 

☑法第60条第２項第２号（マニュアル処理ファイル） 

備 考   
 (注) 

１ 該当する□にレ印を記入してください。 

２ ※印欄は、担当課で記入しないでください。 

３ 「個人情報ファイルの種別」の欄は、個人情報ファイルを保有する場合のみ

記入してください。 



様式第１号（第３条関係） 

 

個人情報取扱事務 
開始 

変更 
届出簿 

 

※ 整 理 番 号 96 ※届出年月日 令和８年３月27日 

事務の開始年月日 平成14年６月１日 変 更 年 月 日 令和５年４月１日 

担 当 課 納税課 

事 務 の 名 称 市税の滞納整理事務 

事 務 の 目 的 

市税を徴収するための催告書等の送付及び差押・交付要求

等の滞納処分または滞納処分の執行停止・不納欠損するこ

とで市税等の滞納圧縮を目的とする。 

対 象 者 の 範 囲 
市県民税・軽自動車税・固定資産税・都市計画税・国民健

康保険税の納税義務者 

対 象 者 の 数 ☑1,000人以上 □1,000人未満 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基 本 事 項 
☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑住所 ☑電話番号 

☑国籍・本籍 ☑識別番号 □その他（       ） 

心 身 の 状 況 
□健康状態 □病歴 □障害 □身体的特性 

□性格・性質 □その他（       ） 

家 庭 生 活 等 
☑続柄・親族関係 □婚姻歴 ☑家族状況 ☑居住状況 

□その他（       ） 

社 会 生 活 等 

☑職業・職歴 □学業・学歴 □地位・役職 □資格 

□賞罰 □成績・評価 □趣味・し好 

□その他（       ） 

経 済 状 況 等 
☑財産・収入 ☑課税・納税状況 ☑公的扶助 

☑取引状況 □その他（       ） 

個 人 情 報 の 

収 集 の 方 法 

収集の相手方 

☑本人 

☑本人以外（自治体、金融機関等の財産調

査の相手） 

収 集 の 手 段 

本人からの申請による 

地方税法を根拠にした賦課徴収のための調

査（通知、電子） 

要配慮個人情報 

の 取 得 の 有 無 
□有 ☑無 

個 人 情 報 の 

経 常 的 提 供 先 
他自治体、金融機関 

利用目的以外の ☑有 □利用 相手先の名称（ 他自治体 ） 



目的での保有個人

情報の利用又は 

提 供 の 有 無 等 

☑提供 

根 拠 

□本人同意又は本人への提供 

☑その他 

（個人情報の保護に関する法律第69

条第２項第３号） 

□無 

訂正及び利用停止

に関して他の法令

の規定により特別

の手続が定められ

ているときは、そ

の旨及びその内容 

□訂正請求ができる。 

 根 拠 法 令 

名 称  

法令番号  

該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

□利用停止請求ができる。 

 

根 拠 法 令 

名 称  

 法令番号  

 該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

個人情報ファイル

の 種 別 

☑第60条第２項第１号（電算処理ファイル） 

 
令第21条第７項に該当す

るファイルの有無 
□有 ☑無 

□法第60条第２項第２号（マニュアル処理ファイル） 

備 考   
 (注) 

１ 該当する□にレ印を記入してください。 

２ ※印欄は、担当課で記入しないでください。 

３ 「個人情報ファイルの種別」の欄は、個人情報ファイルを保有する場合のみ

記入してください。 



様式第１号（第３条関係） 

 

個人情報取扱事務 
開始 

変更 
届出簿 

 

※ 整 理 番 号 99 ※届出年月日 令和８年３月27日 

事務の開始年月日 平成14年６月１日 変 更 年 月 日 令和５年４月１日 

担 当 課 納税課、市民課、金谷地域総合課、川根地域総合課 

事 務 の 名 称 課税関係各種証明事務 

事 務 の 目 的 市税の課税・収納状況等を証明することを目的とする。 

対 象 者 の 範 囲 申請者 

対 象 者 の 数 ☑1,000人以上 □1,000人未満 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基 本 事 項 
☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑住所 ☑電話番号 

□国籍・本籍 ☑識別番号 □その他（    ） 

心 身 の 状 況 
□健康状態 □病歴 □障害 □身体的特性 

□性格・性質 ☑その他（成年後見人の有無） 

家 庭 生 活 等 
☑続柄・親族関係 □婚姻歴 □家族状況 ☑居住状況 

□その他（    ） 

社 会 生 活 等 

□職業・職歴 □学業・学歴 □地位・役職 □資格 

□賞罰 □成績・評価 □趣味・し好  

□その他（    ） 

経 済 状 況 等 
☑財産・収入 ☑課税・納税状況 ☑公的扶助 

□取引状況 ☑その他（      ） 

個 人 情 報 の 

収 集 の 方 法 

収集の相手方 
☑本人 

☑本人以外（委任された者、法務局） 

収 集 の 手 段 本人の申し出又は地方税法による調査 

要配慮個人情報 

の 取 得 の 有 無 
☑有 □無 

個 人 情 報 の 

経 常 的 提 供 先 
委託業者 

利用目的以外の 

目的での保有個人

情報の利用又は 

提 供 の 有 無 等 

□有 
□利用 

□提供 

相手先の名称（           ） 

根 拠 

□本人同意又は本人への提供 

□その他 

 （             ） 

☑無 

訂正及び利用停止

に関して他の法令

の規定により特別

の手続が定められ

□訂正請求ができる。 

 根 拠 法 令 

名 称  

法令番号  

該当条項  



ているときは、そ

の旨及びその内容 

 対 象 と な る 記 録 項 目  

□利用停止請求ができる。 

 

根 拠 法 令 

名 称  

 法令番号  

 該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

個人情報ファイル

の 種 別 

☑法第60条第２項第１号（電算処理ファイル） 

 
令第21条第７項に該当す

るファイルの有無 
□有 ☑無 

☑法第60条第２項第２号（マニュアル処理ファイル） 

備 考 委託業務  
 (注) 

１ 該当する□にレ印を記入してください。 

２ ※印欄は、担当課で記入しないでください。 

３ 「個人情報ファイルの種別」の欄は、個人情報ファイルを保有する場合のみ

記入してください。 



様式第１号（第３条関係） 

 

個人情報取扱事務 
開始 

変更 
届出簿 

 

※ 整 理 番 号 2990 ※届出年月日 令和８年３月27日 

事務の開始年月日 平成14年６月１日 変 更 年 月 日 令和５年４月１日 

担 当 課 納税課・課税課 

事 務 の 名 称 市税の還付事務  

事 務 の 目 的 
地方税法及び島田市税条例に基づく、市税等の過誤納金還

付を目的とする。  

対 象 者 の 範 囲 

市県民税・軽自動車税・固定資産税・都市計画税・国民健

康保険税の納税義務者及び関係者（相続人、現所有者な

ど） 

対 象 者 の 数 ☑1,000人以上 □1,000人未満 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基 本 事 項 
☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑住所 ☑電話番号 

□国籍・本籍 ☑識別番号 □その他（    ） 

心 身 の 状 況 
□健康状態 □病歴 □障害 □身体的特性 

□性格・性質 □その他（       ） 

家 庭 生 活 等 
☑続柄・親族関係 □婚姻歴 □家族状況 □居住状況 

□その他（       ） 

社 会 生 活 等 

□職業・職歴 □学業・学歴 □地位・役職 □資格 

□賞罰 □成績・評価 □趣味・し好 

□その他（       ） 

経 済 状 況 等 
□財産・収入 ☑課税・納税状況 □公的扶助 

☑取引状況 □その他（       ） 

個 人 情 報 の 

収 集 の 方 法 

収集の相手方 

☑本人 

☑本人以外（相続人及び現所有者等、住民

情報システム、情報提供ネットワ

ークシステム、住民基本台帳ネッ

トワークシステム） 

収 集 の 手 段 
本人の申し出又は地方税法による調査 

 

要配慮個人情報 

の 取 得 の 有 無 
☐有 ☑無 

個 人 情 報 の 

経 常 的 提 供 先 
金融機関、委託業者 

利用目的以外の □有 □利用 相手先の名称（           ） 



目的での保有個人

情報の利用又は 

提 供 の 有 無 等 

□提供 

根 拠 

□本人同意又は本人への提供 

□その他 

 （             ） 

☑無 

訂正及び利用停止

に関して他の法令

の規定により特別

の手続が定められ

ているときは、そ

の旨及びその内容 

□訂正請求ができる。 

 根 拠 法 令 

名 称  

法令番号  

該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

□利用停止請求ができる。 

 

根 拠 法 令 

名 称  

 法令番号  

 該当条項  

 対 象 と な る 記 録 項 目  

個人情報ファイル

の 種 別 

☑法第60条第２項第１号（電算処理ファイル） 

 
令第21条第７項に該当す

るファイルの有無 
□有 ☑無 

☑法第60条第２項第２号（マニュアル処理ファイル） 

備 考 業務委託  
 (注) 

１ 該当する□にレ印を記入してください。 

２ ※印欄は、担当課で記入しないでください。 

３ 「個人情報ファイルの種別」の欄は、個人情報ファイルを保有する場合のみ

記入してください。 


